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•平成１８年度予算は、昭和６０年代の水準。
•ピーク時（平成９年度）の２／３。

【参考 下水道事業予算（国費）の推移】
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・・・補正予算

・・・当初予算
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平成１８年度までの実績

平成１９年度以降試算

・・・当初予算

・・・当初予算
（デフレータ込み）

※2010年台初頭における国・地方

を併せた基礎的財政収支の黒字
化を達成させる姿を一定の仮定
のもとに試算

※2007年度(平成19年度)以降の追

加的財政収支改善策について具
体的な考え方を盛り込んでおらず、
歳出・歳入一体改革のあり方を示
すものではない。

【参考これまでの公共投資額(実績値)及び「構造改革と経済財政の中期的展望-2005
年改訂 参考試算(内閣府)」に示された今後の公共投資(毎年▲5.5％) 】

兆円

財政再建への取り組機関車論
歳出構造改革公共投資基本計画

（日本経済は世界経済の回復を
牽引すべきとの内需拡大要請)

ＮＴＴ株式売却収入の
活用57～58 ゼロ・シ－リング

59～62 マイナス・シ－リング

(当初予算ベ－スで
４年連続の減少）

（Ｈ３～Ｈ12 投資規模430兆円）
＜当初＞
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12,693万 人

全 国
(高 位 推 計 )

8,176万 人

6,414万 人

4,645万 人

全 国
(中 位 推 計 )

全 国
(低 位 推 計 )

高 齢 化 率

資料： 総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年１月推計）」及び国土庁「日本列島における人口
分布変動の長期時系列分析」（1974年）をもとに国土交通省国土計画局作成したものに下水道部が加筆

2025年
12,114万人

2050年
10,059万人

【参考 日本の人口予測】
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【参考 世界の燃料別エネルギー需要の推移と見通し】
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【参考 主要なエネルギー資源・鉱物資源の残余年数】



6気候変動に関する政府間パネル（IPCC）報告書より環境省作成

【参考 世界的な気温上昇の予測】
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【参考 日本の年降水量の経年変化】

平成１７年 日本の水資源
（国土交通省 水資源部）
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【参考 時間降水量 ５０ ㎜以上の降水の発生回数】
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（全国のアメダス地点 約1,300箇所より）
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【参考 最近20カ年で渇水の発生した状況】

平成１７年 日本の水資源
（国土交通省 水資源部）
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南海トラフ

日
本
海
溝

相模トラフ

千島海溝
東海地震(M8級)

東南海・南海地震(M8級)

日本海溝・千島海溝
周辺海溝型地震

凡例
：最大震度６以上の地震
(本震)(但し1975年以降）

：想定震源域

 

凡例
：最大震度６以上の地震
(本震)(但し1975年以降）

：想定震源域

 

首都直下地震(M7級)

Ｍ７クラスの地震は
ある程度の切迫性を有する

今世紀前半での発生が懸念

いつ大地震が発生しても
おかしくない

【参考 過去３０年の地震と巨大地震の震源域】
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内閣府「国民生活に関する世論調査」（H17.6） 内閣府「水に関する世論調査」(H13.11)

【参考 心の豊かさへの欲求の高まり】 【参考 水に関する行政への要望】

行政に力を入れて欲しいこと （複数回答）


